
 

○深谷市成年後見人、保佐人及び補助人の報酬助成要綱 

    平成１８年１月１日告示第４０号 

        改正 

            令和４年４月２５日告示第１４５号 

深谷市成年後見人、保佐人及び補助人の報酬助成要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、民法（明治２９年法律第８９号）で定める成

年後見制度の利用にあたり、成年後見人、保佐人及び補助人（以

下「成年後見人等」という。）の報酬の全部又は一部を助成する

ことにより、成年後見人等が適切な身上監護、財産管理を行い、

被後見人、被保佐人及び被補助人の生活を守ることができるよう

に支援するものとする。 

（助成の対象者） 

第２条 助成の対象者は、家庭裁判所の審判により親族ではない第

三者である成年後見人等が確定したものであって、別表第１に掲

げる住所要件及び経済的要件を満たす者とする。ただし、本市以

外の市区町村（一部事務組合及び広域連合含む。）が実施する制

度により、当該市区町村長による後見人に対する報酬の助成の対

象となる者については対象者とみなさない。 

（助成額） 

第３条 助成額は、別表第１第２項第２号に規定する預貯金等の額

から助成対象者の預貯金等の額を除いて算出した額とする。ただ

し、その額が家庭裁判所が決定した報酬額を上回る場合には当該

報酬額とする。 

（助成の上限額） 

第４条 助成の上限額は、対象者の生活の場が在宅にあっては月額

２万８，０００円、別表第２に掲げる施設（以下「施設等」とい

う。）へ入所中にあっては月額１万８，０００円とする。 

２ 前項の規定に関わらず、家庭裁判所が審判した成年後見人等の

報酬に係る対象期間の始期及び終期の属する月については、月額



 

の上限額を日割計算した額を上限とし、在宅期間と施設等の入所

期間が混在する月については、在宅の日数を在宅者の助成の上限

額により日割計算した額と、施設等の入所日数を施設等の入所者

の助成の上限額により日割計算した額を合算して、助成金額の上

限とする。 

３ 前項の規定により日割計算した上限額に１円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（申請） 

第５条 成年後見人等の報酬助成を申請する者は、対象者又は対象

者の代理人としての後見人等（以下「申請者」という。）とする。 

２ 申請者が助成を受けようとするときは、成年後見人等の報酬助

成申請書（様式第１号）により、市長に申請しなければならない。 

３ 申請者は、前項に規定する申請書に、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

（１）  成年後見人等が家庭裁判所に提出した財産目録の写し

（預貯金通帳の写し、年間収支状況報告書、金銭出納帳等） 

（２） 報酬付与の審判決定書の写し 

（３） 対象者の代理人として成年後見人等が申請する場合には、

登記事項証明書の写し 

（４） その他市長が必要と認めた書類 

４ 第２項の規定による申請は、家庭裁判所の報酬付与の審判が確

定した日の翌日から起算して２ヶ月以内に行わなければならない。 

（助成の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、成年後見

人等の報酬助成申請書、添付書類及び当該申請に係る対象者の資

産状況等の実態を調査し、助成の可否を決定する。 

２ 市長は、助成の決定を行ったときは、申請者に対し、速やかに

成年後見人等の報酬助成決定通知書（様式第２号）により通知す

るものとする。 

（助成の支払） 



 

第７条 前条に規定する助成の決定を受けた申請者は、当該成年後

見人等の報酬助成を請求することができる。 

２ 助成の支払は、前項の請求に対し、対象者名義の口座への口座

振替によって行う。 

３  第１項の請求は、成年後見人等の報酬助成請求書（様式第３

号）により、行うものとする。 

（成年後見人等の責務） 

第８条 前条の助成の支払を受けた者は、対象者名義の口座に振り

込まれた助成を成年後見人等の報酬以外の目的に使用してはなら

ない。 

（助成の返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正な手段により助成金の交付を受け

た者又は前条の規定に違反した場合には、第７条の規定により支

払った助成の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の深谷市成年後見人、

保佐人及び補助人の報酬助成要綱（平成１５年深谷市告示第１９

２号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相

当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（令和４年４月２５日告示第１４５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行し、令和４年４月１日から適用

する。ただし、第５条第４項の規定は、令和４年１２月１日から

施行する。 



 

（経過措置） 

２ 改正後の深谷市成年後見人、保佐人及び補助人の報酬助成要綱

第２条第１項の規定は、令和３年４月１日以降に成年後見人等が

行う成年後見等の業務に要する経費について適用し、同日前に成

年後見人等が行う成年後見等の業務に要する経費については、な

お従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１ 

１住所要件 次のいずれかに該当する者 

(１)  市内に住所を有し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８

１号）第５条に規定する住民基本台帳に記録されている

者。ただし、施設等への入所、入居又は入院等に伴って転

入した者、介護保険法（平成９年法律第１２３号）による

保険者が大里広域市町村圏組合（深谷市が所管する被保険

者に限る）以外である者、生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施機関が深谷市以外の市区町村

となっている者、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付

の実施機関が深谷市以外の市区町村となっている者を除

く。 

 (２ )深谷市の援護により他市区町村の住所地特例施設に入居等

している者 

 

 

２経済的要件 次のいずれかに該当する者 

(１)生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）により保護を受け

ている者、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）により支援給付を受けている

者 

(２)居住する家屋以外に、資金化して報酬の支払に充てることが

できる本人の適当な資産（不動産、有価証券等）がない者で

あって、本人の預貯金等の額が、第４条の規定により算出し

た額に６００,０００円を加えた額未満の者 

 



 

別表第２ 

     法令      施設等 

生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号） 

・保護施設 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号） 

・障害者支援施設 

・のぞみの園 

・共同生活援助が提供される施

設 

老人福祉法（昭和３８年法律第

１３３号） 

・老人短期入所施設 

・養護老人ホーム 

・特別養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・有料老人ホーム 

介護保険法（平成９年法律第１

２３号） 

・特定施設 

・介護保険施設 

・認知症対応型共同生活介護が

提供される施設 

・介護予防認知症対応型共同生

活介護が提供される施設 

医療法（昭和２３年法律第２０

５号） 

・病院 

・診療所 

 ・その他市長が特に認める施設 

備考 医療法にいう病院・診療所に３ヶ月以上入院している場合

は、入院の日から３ヶ月を経過した翌日から、施設等に入所して

いるものとして取り扱う。 
 


